
船舶建造原価の国際比較

一一富永推計のモデル化とシミュレーション・一一

石波茂

I はじめに

日本の大規模造船所が，第二次世界大戦前における日本の工業化に果

たした役割は，当時の造船の関係者からも過少評価されていたというの

が〔石渡1987年〕の結論の一つでhあった。それは， C今岡1913年〕で見逃

された視点として言及された点である。

しかしながら，造船所の主要業務のーって・ある新造船の分野では，今

岡が正しく指摘しているように，第一次世界大戦時においても大規模造

船所の国際競争力が総トン数2千トン以下のものに限られていたことが

わかる。（〔今岡1913年〕22頁）それでは大型船においてどの程度の生産性

の差が原価で測ってあったのかという点について，モデルによる若干の

数量分析を試みたい~｝

船舶の建造原価の情報は，極めて入手し難いものの一つである。それ

は，船種・船型等の要因によっτ著しく異なること，大量生産により製

造されるものでなく，また若干の仕組み船はありはしたカ九ほとんどが

注文によって建造されること，および原価の構成比とそれぞれの構成要

素価格の水準が造船所の経営上の極秘情報だからである。したがって，

厳密な原価の国際比較の公表きれた事例はほとんどないといえよう。戦

前の例としては，上述の今岡の載荷重量トン数8千トン， 5千トン， 3

千トンの例があるが，本稿では，〔宮永1928年〕をもとに若干の検討を試

みたい。
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II 船舶建造原価の構成

まず，船舶建造原価の構成要素を〔富永1928年〕にもとづいて図示し

たのが，図1である。（133-138頁）この図は当時的原価計算制度と密接

な関連を持っているように思われる。〔古賀1944年〕によると，三菱造船

において1917年1月に間接費の賦課方法として，従来用いられた「工員

直接作業時間による賦課」から r機械割掛方法」が実施されたようであ

る？このことは，間接費の賦課方法として，生産要素の一つである労働

を資本へと移したということである。一方，造船所においては工数管理

が経営管理上伝統的に重要視され，そのために個別原価計算の一貫性が

保たれるように会計制度が組み立てられていた。しかし，間接費賦課方

法の転換は，企業においで生産要素として労働と資本が同じ次元のもの

ではなし資本は企業によって所有され，労働はその用役のみを企業が

購入するというものであるという視点が経営上明確化されることの必要

を認識したからであろう。

国 記号と数式モデル

以下で用いられる記号は次のようなものである。

TOCT(l) ＝総原価 OTHRTMRCT （！~＇ ＝雑物

SCOCT(2) ＝原価 SHPMTLCT (13)' ＝装品費

INTPYT(3) ＝金利負担 SHPENGCT (1-0・＝機関部品費
MTLCT(4) ＝材料費 WGPYT側 ＝賃金支払額

OTHRCT(5) ＝その他材料費 WRKHR倒 ＝労働時間

LBRCT(6) ＝労務費 MNDY（！司 ＝労働者数

INDTCT(7) ＝間接費 ANHRWGPYT(Ic ＝一人当り時間給

STLCT(B) ＝鋼材費 EFY(I時 ＝能率

TMRCT(9) ＝木材費 EFYUNTPYT ~O) ＝能率換算時間給

USPNTMRCT (IO）＇＝末松 OTHRLARCT ~D ＝賃金以外向労務費

HKKTMRCT (10' ＝北海道物 RNT申司 ＝地代（帰属計算）
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図1 船舶建造原価の構成

5 その他材料費

13.装品費 15. 賃金支払額

14.機関部品費

16.労働時間

17.労働者数

18.一人当り時間給

20.能牢換算時間給

21.賃金以外

的労務費
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DPFTYBLG ~3) ＝エ場建設引当金i RTINT納 ＝金利

DPPDE~-0 ＝工作機械引当金 CNSTPRD~ro ＝建造期間

ENGYCT~司 ニエネルギー費 LN白時 ＝借入金

TXPYT車時 二税負担

＊印の変数は，以下のシミュレーションにおいては使用きれない。

次に，上記の記号を用いて図1の原価構成を数式で表そう。それらは

以下の九つの式である。

(3.1) TOCT(l) ~SCOCT(2)+1NTPYT(3) 

(3. 2) SCOCT (2) ~ MTLCT (4)+QTHRCT (5)+ LBRCT (6)+ INDTCT (7) 

(3.3) MTLCT (4) ~STLCT (B)+TMRCT (9) 

(3.4) TMRCT (9) ~USPNTMRCT (10)+ HKKTMRCT (lU+OTHRTMRCT (l~ 

(3.5) OTHRCT (5) ~SHPMTLCT (13)+SHPENGCT (1-0 

(3.6) LBRCT(6) 7WGPYT(l司＋OTHRLBRCT~»

(3. 7) WGPYT (1日~EFYUNTPYT ~O)XEFY (1時XMNDY(i同×WRKHR自由

(3.8) INDTCT(7) ~RNT~HDPFTYBLG 自由÷DPPDE~÷ENGYCT側

+TXPYT白骨

(3.9) INTPYT(3) ~LN 側×RTINT仰×CNSTPRD 側＇／12

以上九つの式は，一種の会計式であるから，全て定義式から成り立っ

ているとも言える。ただし，情報の制約から（3.4), (3.5）式は用いら

れない。

JV モデルの運用（ 1 ) 

上述したように，原価構成は船種・船型等によって著しく異なるが，

とくに中小船ほど原価に占める材料費のウエイトが小さくなり，したが

って労務費のウエイトが大きくなることが知られている。それに対して

大型船ほど材料費と労務費のウエイトは，中小型の場合と逆になる。

船型による二大原価要素ウエイトの変化は，商船の場合，材料を園内

供給できず外国からの輸入に依存している場合で，さらに労働力が豊富
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な場合には，中小型船については，早期に輸入代替が可能になるが，大

型船についての国際競争力は中小型船のようにはいかない。以上の議論

は外航船についてのものであり，内航船や大部分の漁船やその他船舶に

ついての需要は，全て圏内供給によって満たされてきており，ここでの

議論的外のものである。艦艇の場合には，材料費のウエイトは商船に比

べてさらに大きし国防上の理由から商船よりも早〈大型艦艇の国産化

が進んだが，建造原価は国際価格に比べて著しく割高であったことが知
。）

られている。

本節では， 1920年代初期の10,50J総トンの貨客船についての国際比較

を行った宮永モテソレについて検討を試みたい？｝

原価に占めるそれぞれの費用のパーセントは，次のように仮定される？

(4.1) (MTLCT (4)+0THRCT (5))/SCOCT (2）× 100~71 

(4.2) LBRCT (6)/SCOCT (2）×100=15 

(4.3) JNDTCT (7)/SCOCT (2）×100=14 

さらに材料費の内訳は，

(4.4) STLCT (8)/SCOCT (2）×100ニ33(1.7) 

(4.5) TMRCT(9)/SCOCT(2）×100=6 (3.0) 

(4.6) OTHRMTLCT(5)/SCOCT(2）×10日ニ32(1.6) 

と仮定される？ただしカ yコ内計数は，園内供給の割合を示す。そこで，

次に原価構成要素価格の国際比率を日本基準でつぎのように仮定する。

（〔宮永1928年〕， 131-32頁）

構成要素 対英国 対ドイ、y

鋼 キオ （倍） （倍）

論 入 Ll2 1.10 

国 内 1.50 1.64 

木 キオ 1.00 1.00 

その他材料 1.25 1.25 
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能率換算時間給

間接費

金利

1.07 

1.00 

1.15 

1.64 

1.00 

1.00 

以上の仮定と，（4.1）ー（4.6）式を用いると日本を基準とした英国とド

イツとの新造船原価の比較が可能である。その結果は表1となる。この

表的（ 1 ）行から日本基準で，英国は日本より11.4%安， ドイツは同じく

16.0%安となる。その内訳は，英国の場合鋼材4.0%，その他材料6.4%,

労務費1.0%であり，同様にドイツでは鋼材3.7%，その他材料6.4%，労

務費5.9%で， ドイツが英国よりも安いのは，この労務費の差によるもの

で，英国におけるストライキや超過勤務の困難きが反映されている。

表1 日本・英国・ドイツ新造船原価比較
（%） 

構成要素 日 本 英 国 ドイツ

(1）合 百十 100.0 88.6 84.0 
(11.4) (16.0) 

(2）鋼 材 33.0 29.0 29.3 
( 4.0) ( 3. 7) 

(3）木 材 6.0 6.0 6.0 
( 0.0) ( 0.0) 

(4）その他材料 32.0 25.6 25.6 
( 6.4) ( 6.4) 

(5）労務費 15.0 14.0 9.1 
( 1.0) ( 5. 9) 

(6）間接費 14.0 14.0 14.0 
( 0 .0) ( 0.0) 

出所：〔富永1928年〕， 133頁。

【注］ 方yコ内計数は日本との差を日本の新造船原価に対する%ポイン

トで表したものである。
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以上の条件に加えて，さらに金利差の仮定を加えると，その結果は表

2のようになる。表2の（ 1 ）行は表1の（ 1 ）行をコピイしたものである。

( 2 ）行の金利は月利であるので，年率金利を12で割ったものを月明！とし

た。建造期間は（ 3 ）行が示すように14ヶ月であり，三図的聞には差がな

いことが仮定されている。その結果金利支払は，日本の新造船原価に対

して，日本5%，英国3.6%, ドイツ4.2%となる。ここでの金利支払の

計算における仮定は，以下で説明するように元本は月々同額だけ返済さ

れるものとした。（ 6 ）行は日本基準の総原価比率である。それによると，

表2 総原価の国際比較（ 1 ) 

日 本 英 国 ドイツ

（！）原 価（%） 100.0 88.6 84.0 

(2）金 手lj（月利） 8/1200 65/12000 8/1200 

(3）建造期間（月） 14 14 14 

(4）金利支払（%）（吋 5.0 3.6 4.2 

(5）総原価（%） 105.0 92.2 88.2 

(6）向上（日本基準，%） 100.0 87.8 84.0 

(7）同上（千円） 6505.8 5712.7 5464.9 

(8）輸入税（千円）＇＂＇ 。 157.5 157.5 

(9）総原価 6505.8 5870.2 5622.4 
（日本渡L，千円）

(I曲向上（日本基準，%） !CD.0 90.2 86.4 

［注】 (a）〔宮永1928年〕＇ 133 135頁ではこの計数は7.0%, 5.04%, 5.9 

%であるが，与えられた式からは70.0%,50.4%, 58.9%とな

り，式に誤りがあるように思われる。

(b) 1総トン当り15円。
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英国は87.8%(12.2%安）， ドイツは84.0%(16.0%安）となる。金利支払

を考慮しても，英国内場合ですら日本の新造船総原価に対してわずか0.8

%ポイント安くなるにすぎない。ドイツの場合には，日本との金利差は

ないと仮定されているので＼金利支払を考慮した総原価の場合と同じで

変化のないのは当然て’ある。最後に輸入税を考慮L，日本の港渡し基準

で比較すると，輸入税は総トン当り15円であるから，総トン数JO,500ト

ンのこの場合には，英国， ドイツとも 157.5千円となる。（ 7 ）行は円で

表された総原価であり，最終的には英国は90.2%(9.8%安）， ドイツは

86.4%(13.6%安）となる。

われわれは，金利支払計算の誤りを修正したが，以上が宮永の結論で

ある。宮永自身は，しばしばこの比較が最小のケースであることを強調

しているので，原価比率のいわば点推定ではなくて，区間推定を試みる

余地があり，それは実行してみる価値が充分にあるように思われる。

しかし，その点の検討は次節にゆずって，船主が新造船を発注してか

ら支払いの一般的償行を考慮する場合，上記の結論がどのように変更さ

れるかについて先に検討しておこう。

今簡単化のために，次のような記号を用いることにしよう。

A = SCOCT (2); r = RTINT ~司； n=CONSTPRD 自由， R= INTPYT (3) 

さらに，元本は月々同額だけ返済されるとすると，

(4.7) R=rA(n+l)/21列。

前述のように（4.7）式を用いて表3の（ 4 ）行が計算された。

ケースA

表3( 4）行のケースを基準として，以下のケースと比較してみよう。

第1に，日本における戦前の支払習慣は，新造船の（i）契約時，（ii）着工

時，（iii）進水時， (iv）竣工（引渡）時にそれぞれ船価の1/4ずつを支払うも

のて”あったと言われている？

そこで，まず（i）契約が成立すると英国とドイツの場合は直ちに着工さ

れるものと仮定し，新造船価格の1/2が契約時に支払われ，（ii)JOヶ月後
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表3 総原価の国際比較（2) 

日 本 英 国 ドイツ

ケースA

(1）金利支払［%） 6.5 2.9 3.4 
(3.6）例 (3 .1）何

(2）総原価（%）倒 106.5 91.6 87.6 

(3）同上（日本基準，%） 100.0 86.0 82.3 
(14.0) (17.7) 

ケースB

(4）金利支払（%） 6.5帥 2.1 3.4"' 

(8.6) (3 .1) 

(5）総原価（%）帥 106.5 86.6 87.6 

(6）向上（日本基準，%） 100.0 81.3 82.3 
(18. 7) ( 17. 7) 

(7）向上（日本渡L，千円） 6598.7 5522.3 5588.3 

(8）同上（日本基準，%） 100.0 83.7 84.7 
(16.3) (15.3) 

［注J(a）方ッコ内計数は日本との差を総原価に対する%ポイントで表し
たもの。

(b）日本の建造船原価に対する%ポイント。

(c）ケースAに同じ。

（約14ヶ月の3/4）に進水され，（iii）それから4ヶ月後（約14ヶ月の1/4）に

竣工し，船主に引き渡されるものとする。ところで造船所は船主からの

注文により建造契約を結ぶと直ちに必要とする費用として建造原価に等

しい額を金融機関から融資を受け，船主から支払われる割払い金をもっ

て返済することにより，船主への引渡し時までに全額を支払うとすると，

造船所の金融機関への金利負担は次のようになる。
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(4.8) R=6Ar''' 

日本の場合には契約が結ぼれると材料が海外に発注されるので，少な

くとも着工までには最低5ヶ月が必要であるから，金利支払は

(4.9) R=(39/4)Ar” 
となる。

ケースB

英国における支払慣行を考慮すると，（i）着工時1/4,(ii）進水・竣工（引

渡）時にそれぞれ1/8,(iii）竣工後二年間に6ヶ月ごとに1/8を支払い，全

支払を完了するものである。ただし，（iii-a）竣工時に残金の全額を支払

うとすると，契約船価の4/100を割引くとのことであるから，今契約時（こ

の場合には着工時に等しい）に全額借り入れが行われ，同時に（i）により

1/4が支払われ，その後（ii),(iii a）の順に返済されるとすると，金利負

担は次の式で表される。

(4.10) R = (3r-l/25)A°" 

Aとrの計数については，表3の（ 1 ）・（ 2 ）行を用いて（4.8）ー（4.10)

式を計算した結果は，表4のようになる。

( 1 ）行は，ケースAて”支払い方法の違いによる金利支払いを日本の建

造船舶原価に対するパーセントで示したものである。表3の（ 4 ）行に比

べて， 日本1.5%ポイント高，英国0.7%ポイント安，ドイツ0.8%ポイン

ト安となり，その結果，総原価（日本基準）は（ 3 ）行から英国14.0%, ド

イツ17.7%安となる。すなわち，材料の輸入によるタイム・ラグを日本

について考慮すると，英国・ドイツともにさらにそれぞれ1.9%安となる。

ケースBは英国における支払い習慣を考慮したもので，表4の（4 ）行

から英国の金利負担は－2.1%，総原価（日本基準）は81.3%(18.7%安）と

なり，ケースAよりもさらに4.7%ポイント安くなる。ケースAで英国は

ドイツよりも割高であったが，ケースBでは逆に1.0%ポイント（日本基

準総原価に対して）ドイツよりも割安となる。（ 8 ）行は日本港渡しの日本

基準の総原価をパーセントで示したもので，日本港渡しは現地渡し位比
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衰4 総原価の国際間格差の要因 （%） 

英 国 ドイツ

(1）鋼材価格 3.9 3.5 
(19.6) (18.5) 

(2）その他材料価格 6.4 6.4 
(32.2) (33.9) 

(3）労務費 1.0 5.9 
( 5.0) (31.2) 

(4）原 価（ 1+2+3) 11.3 15.8 
(56.8) (83.6) 

(5）金利支払（ケースB) 8.6 3.1 
(43.2) (16.4) 

(6）総原価（4 + 5，日本原価基準） 19.9 18.9 
(100.0) (100.0) 

(7）同 上（日本総原価基準） 18.7 17.7 

(8）輸入税 2.4 2.4 

(9）総原価（日本渡L，総原価基準） 16.3 15.3 

ベて，英国・ドイツとも2.3%ポイント高となる？

以上の結果を要約すると，表5のようになる。日本港渡し・日本総原

価基準で，英国は16.3%ポイント安， ドイツは15.3%ポイント安である

が，建造園渡し・日本原価基準での総原価の国際間格差は，英国19.9%

ポイント安，ドイツ18.9%ポイント安となる。その内訳は，総原価に対

して英国では原価56.8%，金利支払いは43.2%，ドイツではそれぞれ83.6

%. 16.4%となり，総原価の国際格差は，その水準だけでなく英国とド

イツではその要因にも差があるとするのが，本モデルの運用から得られ

る一つの結論である。すなわち，総原価の要素別日本基準の格差への貢

献は，英国においては上述のように金利負担が最高であり，ついて”その
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表5 総原価比率の国際格差

日 本 英 国 ドイツ

基本ケース

(1）金利負担（%） 6.5 2.1 3.4 

(2）原 i面（日本基準，%） 100.0 88.6 84.0 

(3）総原価（日本原価基準，%） 106.5 86.5 87.4 

(4）同 上（日本基準，%） 100.0 81.2 82.1 

建設期間ケース

(5）建設期間（月） 18 14 14 

(6）金利負担（%） 7.2 2.1 3.4 

(7) i降、原価（日本原価基準，%） 107.2 86.5 87.4 

(8）同 上（日本基準，%） 100.0 80.7 81.5 

間接費・労務費・建設期間ケース

(9）原 f面（日本基準，%） 100.0 78.7 76.3 

(IO）総原価（日本原価基準，%） 107.2 76.6 79.7 

（日）同 上（日本基準，%） 100.0 71.5 74.3 

他鋼材価格（32.2%）となっている。これに対して， ドイツの場合には，

その他材料価格（33.9%）が第一位であり，第二位は労務費（31.2%）とな

っている。英国の場合労務費は 5.0%にしか過ぎない。このような格差

をもっモデルは，かなりよく当時の三国の状態を反映したものといえる

だろう。

v モデルの運用（2) 

前節ではモデルの運用は，〔宮永1928年〕の議論に沿って行ったもので

あり，彼の数値計算をモデルに即して検討し，さらに計算に組込まれな
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かった船価支払い習慣の相違と金利水準の差が相乗されて，日本基準で

の総原価の国際格差がある程度説明できたといえよう。本節では，三国

聞における間接費の差と，労務費の減少という労働節約的な技術進歩の

ごつを導入して，この宮永一石渡モデルから得られる結論とその含意に

ついて一層の検討を試みよう。

(3.3), (3.6）式を（3.2）式に代入すると，

(5.1) SCCCTニ STLCT+TMRCT+OTHRCT十WGPYT+OTHRLBRCT

+INDTCT 

を得る。鋼材価格の対英，対ドイツ比は，輸入（31.3%），圏内供給（1.7 

%）をウエイトとする加重平均により求める。すなわち，

英国：（1.12倍×31.3+!.5日倍Xl.7)/33=1.14倍

ドイツ：（1.10倍×31.3+!.64倍Xl.7)/33=1.13倍

を用いる。

つぎに， 10,500トン総の船舶建造に必要な労働者数については， 1総

トン当りの人工を次のように仮定した。

日本 英国 ドイツ

l総トン当り人工（人） 25 

1日当り労働時間（時間） 8.5 

15 

7 

15 

8 

長崎造船所の場合， 1920-21年における l総トン当りの人工は25-30

人であり，その後約15人となり，さらに1935年頃には10人へと減少した

という証言がある？したがって， 1920年代後半の時期に当るわれわれの

モデルでは，日本は25人とし，英国， ドイツはすでに15人の水準にまで

生産性が達していたと仮定する。時間当り賃金は0.471円（英国）， 0.306 

円（ドイツ）， 0.336円（日本）を用いると？賃金支払い額は英国346'185円，

ドイツ514,080円，日本952,560円となる。労務費は，表1( 5 ）行から建

造原価6,196千円の14.0%（英国）， 9.1%（ドイツ）， 15.0%（日本）である

から，賃金以外の労務費は，その差額として英国348,163円（0.401）：＇ド
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イツ178,276円（0.316），日本179,700円（0.193）となる。

以上の前提のほかに， N節の原価構成要素価格の国際比率を用いると，

(5.2) STLCT日）= 1.14×STLCT(UK) = l.13XSTLCT(G)°' 

(5.3) TMRCTU)=TMRCT肌JK)= TMRCT(G) 

(5.4) OTHRMTLCTU) = 1.25×OTHRMTLCT(UK) = 1.25×OTHRMTLCT(G) 

(5.5) EFYPYT日）=1.444×EFYPYT(UK) = 1.944×EFYPYT(G)" 

(5.6) EFY日）= 2.024×EFY(UK) = 1.771 XEFY(G) 

(5.7) MNHR日） = 8.5×25×10500; MNHR (UK) = 7x15×10500; 

MNHR(G) = 8×15×10500 

(5.8) LBRCTU) = 0.15×SCOCTU); LBRCT肌JK)=0.14×SCOCTU); 

LBRCT(G) = 0.091×SCOCTU) 

( 5. 9) IND TC TU) = 1/1.35×INDCT(UK) = 1/1.35×JNDCTT(G) = 0.14×SCOCTU) 

(5.2）ー（5.9）式と（4.4) (4.6）式を（5.1）式に代入すると，

( 5. JO) SCOCT(UK) "" 0.885 x SCOCTU); SCOCT(G) = 0.839×SCOCT日）

となる。日本基準での原価比率は，英国は88.5%, ドイツは83.9%であ

り，それぞれ表1( 1 ）行の88.6%,84.0%とほぽ等しい。これは有効桁

数管理の差によるものである。しかし，両者の差は，基本ケースでは残

差としての賃金以外の労務費てー吸収されるように仮定されているからで

あり，（5.5）式の比率と表1( 5）行の比率との差は実質的には賃金支払い

の基礎となっている 1総トン当りの人工と 1日当り労働時間の前提の与

え方によるものである。英国・ドイツについて人工を15人から10人へ減

ずると，表1( 5 ）行の比率を維持するための1日当り労働時間は，他の

前提を不変とすると，英国9.445時間， ドイツ9.485時間となり，日本よ

り逆に約0.9時間長くなければならないという非現実的なものである。

以下においては，（5 .10）式を基本ケースとして，間接費と労務費につ

いて異なる前提を導入して，船舶建造原価の国際的格差の変化を検討し

たい。

間接費ケース
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間接費の内訳は，図1に示きれた地代ω）から税負担側までの五要素か
ら成り立っている。税負担闘を除〈地代印）からエネJレギー費仰について

の価格格差については〔富永1928年〕は特に何の検討もしていない。税

負担については三国間に差があることは若干の資料にもとっーいて認めて

いるが，数量化できるほどには至っていない。工場建設引当鎖的，工作

機械引当金目4）については，そのほとんどが輸入されたものであり，〔今岡

1913年〕は35%以上の割高であろうと推定している。（28頁） したがっ

て引当金においても同程度の割高であったことが推測される。そこで地

代~2），エネノレギー費（却のように価格差が不明のものと，税負担仰のよう

に英国の高負担が明らかのものもあるので， 10%ポイント減じて25%の

場合（ケースA）と35%の場合（ケースB）の二つのケースを検討した。両

国とも原価比率はケースAでは2.8%ポイント減，ケースBでは3.6%

ポイント減となる。

労務費ケース

次に，労務費の前提を変更しよう。今1総トン当りの人工だけ15人か

ら10人へ減少したとしよう。その場合，労務費の直接一間接比率を基本

ケースと同じであると前提すると，日本基準の原価比率は英国82.3%,

ドイツ羽田3%となる。

間接費・労務費・建設期間ケース

上記の間接費ケースBと労務費ケースを同時に前提すると，原価比率

は英国， ドイツそれぞれ78.7%,76.3%となる。基本ケースに比べると

それぞれ9.9%ポイント， 7.7%ポイント減となる。

最後に，表5にもとづいて総原価比率について検討しよう。基本ケー

スは，金利負担については表4，ケースBの計数を用い，原価比率は本

節の基本ケースの計数を使用した。その結果総原価比率は英国の81.2%,

ドイツの82.1%である。次に，建造期間について三国同ーの前提は明ら

かに日本の過大評価になっているので，これを18ヶ月とする。その結果，

日本金利支払いは建造原価の6.5%から7.2%へと増加する。この場合の



16 

日本基準の総原価比率は，英国80.7%, ドイツ81.5%である。原価比率

のときの間接費・労務費ケースとこの建造期間ケースを統合すると，総

原価比率は英国71.5%, ドイツ74.3%である。基本ケースを総原価比率

の最低値とすると，ここで得られた比率は最高値といえよう。したがっ

て，以上の富永一石渡モデルの検討から得られる結論は，総原価で英国

は日本の18.8-28.5%安， ドイツは同じく 17.9 25.7%安となる。かく

して， 1920年代後半の日本の大規模造船所の国際競争力の低さを数量的

に知ることができた。

(1987年IO月9日）

i主
＊ 本稿は， 1985年9月から1986年6月まで特別研究期間中一橋大学経済研究所の

客員研究員として行った研究の一部である．南亮進教授には研究の各段階でご

指導をいただいたことを，ここに明記したい。

（！）本稿における分析にあたって〔南・牧野， 1987年〕のコメントをする機会が与

えられたことで参考とするところが多かった．（〔石渡1985年〕）

(2) 在お，以下で言及する三菱造船所の資料は，尾高健之助教授（一橋大学経済研

究所）の複写資料的利用の便宜を受けた。

(3）宮永によれば， 5700総トン円貨物船の材料費は船価に対して79.7%, 3C00排水

トンの戦艦のそれは70.9%である。（（宮永1928年〕， 29頁， 33頁）艦艇について

は，別に1600排水トン（八重山）で39.8%.3000-40日0排水トン（橋立．秋i宰洲）
で65.9 66.0%である。（（室山1984年〕，第51表， 195頁）ただし艦艇の場合は

どちらの場合も兵器を除いた計数であり，甲鉄については富永町場合には除か

れているが，室山町場合「船体機関Jに含まれるかどうかは不明である。した

がって，年代・船極を越えて船型的大きいほど材料費のウエイトが大きくなり，

輸入依存度円高い材料にウエイトの大きい分野では，それだけ国際競争力が弱

かったと結論できょう。

(4) 日本における原価は6196千円であった。（〔宮永1928年〕， 137頁）これは1総ト

ン当り590円である。

(5) 〔宮永1928年〕， 77頁。

(6) 〔宮永1928年〕， 78頁。

(7). R= nrA/n+(n-l)rA/n+・ ・+2rA/n+rA/n = rA(I+2＋ーー ・+n) 

= rA(n+I）ρ。
(8) (ii）着工時はさらに（a）肋骨建立時と（b）外板取り付け時に分けられるようである

が，各船について（b）の情報は全〈得られないので計算から除外した。したがっ
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て，結論が逆転することはないが，その分だけ日本町建造船価は割り高となる

ヲ。

(9) R~ !OrA/4+14rA/4 ~ (!0+14)rA/4ニ 6Ar.

(IO) Rニ (14+5)rA/4+15rA/4+5rA/4= (5+15+19)rA/4 = (39/4)Ar. 
世直 R = 10rA/8+14rA/8 (4/lOO)A = (3.rーl/25)A.
(I~ 〔今岡1913年〕においては，日本港渡しの場合に回航費と運賃収入との差額とし
ての費用が加算されるケースについての検討がなされている．しかし，本稿で

はこの点的検討は行われていない。

(13) 〔三村1944年〕， 347-348頁。このほか，在任中の長崎造船所の造船作業上向進歩

についても興味ある証言がなされている。（317328頁）

(1-0 〔宮永1928年〕， 91頁．

(I母 方yコ内計数は，労務費に占める貫金以外の労務費の比率を示す。以下閉じ。

なおこの比車はこの後で行う「労務費ケ スJにおいて用いられる。

(I時 カyコ内の文字は，それそ・れ， J＝日本， UKニ英国， G＝ドイツを表わす。
以下同ヒ。

(I司 IV節の原価構成要素価格比においては，それぞれ1.07および1.64と仮定されて

いる。
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INTERNATIONAL COMPARISON OF 

OCEAN-GOING SHIPBUILDING COSTS 

Modeling and S注mulationof the Miy岨 agaEstirr四tes

<>:Summary 》

Shigeru Ishiwata 

官tispaper investigates the widely-held belief也at也ecompetitive 

power of Japanese large-scale shipyards in吐ieinternational market at 

世田 endof World War I W田lintitedto ships less也叩2,000 gross tons. 

・Utilizing a simulation model based on works of Miyanaga (1928), a 

qu副首tativeanalysis of也edifferentials of produc世vity担 termsof 

building cos包isundertaken for the countries of Ge m皿y，血eUnited 

Kingdom and Japan. 

Using也eMiyanaga estimates as世間lower胎nit,factors such白血e

customary ways of payment by ship owners to shipyards, labor savmg 

technological prog田由民termsof man-days per gross ton皿ddif自己rences

泊 termsof delivery are四 alyzedfor each country. Partic叫町attention

is paid to血ehigher overhead co由 inJapan due to its dependence on 

overse田 supplyof physical capital 

百四回suitsindicate血atbuilding costs for吐ie10,500 gr田ston type 

of血ipwere 17.9-25.7 p町田ntlower in Germany and 18.8-28.5 

percent lower in血eU.K. when世田secountries are compared to Jap叩．

古田s，世間 competitivepower of the Japanese large-scale shipyards m血e

latter part of世田 1920’swas in fact relatively low. 


